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令和 3年度事業計画 ※新型コロナウイルス感染症の影響により一部事業に変更が
　生じています。最新情報は協会事務局にご確認ください。

基 本 方 針
　公益社団法人東京都専修学校各種学校協会（以下「当協会」という。）は、昭和 36 年 11 月、社団
法人東京都各種学校協会として発足いたしました。その後、経済社会の変動に適応した職業教育のさ
らなる充実振興を目指すとともに、専門職業人の社会的経済的地位向上に向けた活動を展開するため
に、平成 24 年 4 月、公益法人化を図り、本年で、設立 60 年を迎えます。
　この間、企業等との連携によって実践的な職業教育を行う職業実践専門課程の創設や、長年の懸案
であった専門学校（職業実践専門課程）に対する運営費補助の実現などによって、職業教育の推進と
質の向上に対する期待が高まっています。
　一方、専修学校・各種学校を取り巻く社会環境は、コロナ禍を機会に激変し、それに即応し、かつ、
また、継続的に取組まなければならない次のような重要課題への、的確な対応が求められています。
①高等教育機関としての専門職教育体系の充実も視野に、将来を見据えた専修学校の振興についての

議論の深化と振興政策の策定および提言
②職業実践専門課程の社会への周知および高度化に向けた取組
③学校経営基盤および運営組織強化に向けた教職員の職務遂行能力向上への支援
④社会人の学びなおしに対応する専門職人材養成機能の充実への支援
⑤専門職教育のグローバル化推進策としての外国人留学生の就労機会の拡大および新たな「留学生受

入れ政策」への対応
⑥専修学校、各種学校教育の質保証・向上への取組支援および情報提供
⑦専門職教育に対する国および地方公共団体等からの支援要請
　当協会では、実践的な職業教育を担う専修学校・各種学校の振興を図る都内唯一の公益法人として、
従来から取組んでいる事業に加え、上記課題の解決に向けた新たな事業を推進し、職業教育の振興、
ひいては専修学校・各種学校の存在価値と信頼の確保に向けて、令和 3 年度における各部の事業計画
の重点目標を下記のとおり定めます。

記
【総務財務部】
・南関東ブロックとして文部科学省はじめ各省庁に対する「質問・意見、要望」活動を継続して行う

こと。
・協会の組織や運営体制における諸課題について中長期的視野をもって検討し、将来における協会運

営のより一層の充実に向けた実行プランを策定すること。

【振興対策部】
・専修学校振興構想懇談会の活動を継続し、専修学校の将来に向けた振興策の検討を行うこと。
・留学生の適切な受け入れ、専門学校留学生の就職に関する抜本的な改善を図るとともに、日本語教

育の充実と質保証向上への対処策を検討すること。
・専門学校振興対策事業として引き続き、職業教育分野分類事業、高度専門士振興事業を行い、成果

をまとめること。
・自己点検・評価と公開、職業実践専門課程における PDCA サイクルの推進と検証体制の確立、信

頼性の高い第三者評価の受審の促進のため、特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構の活
動を支援すること。

・「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（通称東京規約）」における職業教育部分の
体制確立が適切なものとなるべく積極的に関与すること。

・遠隔授業の標準化を始めとする「職業教育の DX 化」や、都内公立学校に対する ICT 教育支援等
について、振興対策部内に PT を設置し検討を行うこと。

・高等教育の無償化対象校認定の機関要件等を整備しようとする会員校を支援すること。
・高校と専門学校の教育上の連携を促進するため、好事例の発掘やアンケート調査等、連携の現状把

握を行うこと。
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・厚労省職業訓練における専門実践教育訓練（教育訓練給付金事業）、非正規雇用労働者のための長期
高度訓練（公共職業訓練委託訓練）などへの積極的な参加を促進し、全国の専門学校の「社会人の
学び直し」への取り組みを主導すること。

・専門学校教育研究会の適切な設定、発信を通じて、振興対策事業が関わるテーマについての情報共
有と理解、支援を惹起すること。

・内閣府の公益社団法人として専修学校各種学校の振興に係るすべての活動に適切に関与すること。
・主権者教育、防災セミナーの実施等、専門学校生が成人としての自覚をもち、積極的に社会参加で

きるよう、社会人としての基礎力を高める活動を推進すること。
・高等専修学校の振興を推進するために、社会的認知の獲得および格差のない助成金の確保・充実を

目指すこと。

【調査研究事業部】
・将来に向けた専修学校各種学校教育の振興を図るため、在籍者数、納付金額、就職状況、財務状況、

留学生数、情報公開・学校評価等の現状を正確にとらえるため、総合的な調査を実施すること。
・調査結果は、文部科学省・東京都の学校基本調査の結果も踏まえた現状分析を加えて「専修学校各

種学校調査統計資料」、「専修学校教育白書」の作成およびホームページを通じて広く社会に公表し、
専修学校各種学校の今日の姿、その教育の優れた特長等を示すとともに、学校振興へ向けた活動に
活かしていくこと。

【広報事業部】
・広く社会に対して、また協会会員校に向けて専修学校・各種学校を取り巻く最新かつ充実した情報

の提供を目指すこと。
・インターネットを利用した情報発信の効果を検証しながら広報事業のデジタル化を推し進めること。
・東京都教育庁及び中高協会等と連携し、高校教員向けの情報提供事業および高校生対象講師派遣事

業の拡大に努めること。
・日本語学校と専門学校の連携促進および外国人留学生の進路選択を支援するための情報を発信する

こと。

【研修事業部】
・専修学校各種学校教育の質の向上を図るため、教員に対する基礎的な教授法、学生の心のケアの問

題、学校運営に必要な事務管理能力など、各学校に共通するテーマについての研修を実施すること。
・研修を通して、最新情報の提供を行い、研修成果を会員校全体に発信し、各学校における教職員の

質的向上に貢献すること。
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Ⅰ 趣旨（目的）
　専修学校及び各種学校の教職員、生徒等を対象とした研修会等や学校評価の普及啓発活動を行い、
専修学校及び各種学校における教育の充実向上を図る。

Ⅱ 事業

１．研修会等
　学校制度、教育学、心理学、カウンセリング、留学生受入関連業務、学校会計等に関して、教職
員が精通し質の高い教育が提供できるよう、下記の研修会等を実施する。

（１）管理者研修会
　都内専修学校各種学校の理事長・校長・設置者・管理者を対象とした、学校経営に係わる課
題についての研修。
　①開催日　令和 3 年 11 月
　②会　場　未定
　③定　員　80 名
　④対　象　理事長・校長・設置者 ･ 管理者

（２）教職課程研修
　都内専修学校教職員を対象とした、専修学校における職業教育、教員のための実践心理学等
の教職科目を内容とする研修。
　対面での講義を極力減らしオンライン形式での講義の導入、開催期間短縮のため広い会場で
の集中開催も取り入れ、コロナ禍でも実践可能な研修とする。

教職課程研修
①開催日　令和 3 年 6 月～ 11 月（全 24 ～ 25 回）
　　　　　午後 6 時 30 分～ 8 時（1 単位時間 90 分）
②会　場　未定
③定　員　60 名

（３）准教員研修
　都内専修学校に在学する教員志望の学生を対象とした、教職科目及び一般教養科目を内容と
する研修。
（2）の教職課程研修同様、オンライン形式＋対面講義　　　　　　　　　　　　

事 業 計 画 （事業体系順）

公益目的事業１
「専修学校及び各種学校教育における教育の充実向上を図る事業」

（研修会等・生徒作品の発表イベント・学校評価の普及促進）
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①開催日　令和 3 年 9 月 4 日（土）、18 日（土）、25 日（土）
　　　　　午前 10 時～午後 3 時 45 分（90 分講義、１日 3 コマ）
②会　場　未定
③定　員　150 名
※一般社団法人東京都服飾学校協会との合同実施事業

（４）教員実践研修
　教員自身の指導スキルと部下の育成指導スキル向上を目指し、全 7 回の体系的な講座を開催
する。

①開催日　令和 3 年 6 月～ 8 月（全 7 回）
②会　場　未定（早稲田速記医療福祉専門学校予定）
③定　員　30 名
※令和元年度まで宿泊により実施していた模擬授業の講座を 2 日間の集中講座として実施する。

（５）学校会計研修会
　都内専修学校各種学校の校務・会計の健全化を推進するための研修会。初級者向けと中・上
級者向けと分けて開催する。

初任者研修
①開催日　令和 3 年 6 月
②会　場　未定
③内　容　学校法人会計の基本事項の解説と演習
④定　員　30 名

管理者（中級 · 上級）研修
①開催日　令和 3 年 6 月
②会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
③内　容　法人経営にかかわる会計上の諸問題について
④定　員　70 名

（６）学生カウンセリング研修会
　都内専修学校各種学校の教職員を対象とした、学生カウンセリングの理論・技法と学校カウ
ンセリングのあり方等に関する研修会。

①開催日　令和 4 年 1 月
②会　場　未定　実施形式による。
③定　員　80 名

（７）留学生受入れ及び在留手続と申請等取次研修会
　都内及び近県の専修学校各種学校の教職員を対象とした、留学生受け入れに伴う留学生管理
や出入国管理制度に係る諸手続きなどの実務に関する研修。
※申請等取次者の申出に必要な研修修了証を発行

 ①開催日　令和 3 年 10 月
 ②会　場　未定
 ③定　員　250 名

（８）留学生生活指導関連事業
　留学生が犯罪等に巻き込まれることなく充実した留学生活を送れるよう、受け入れ校に対し、
留学生の生活指導に関する諸事業を行う。
※東京都生活文化局からの委託事業
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留学生に対する生活指導等講習会
　都内の大学、短期大学、専修学校、各種学校の教職員を対象とした、留学生に対する生活指
導に関する研修。

①開催日　令和３年６月
②会　場　国立オリンピック記念青少年総合センター
③定　員　400 名

留学生担当教職員研修会
　都内専修学校各種学校の教職員を対象とした、留学生受け入れに伴う留学生管理や出入国管
理に係る諸手続きなどの実務に関する研修。

①開催日　令和４年１月（全 2 回）
②会　場　未定
③定　員　各回 50 名

留学生等指導相談窓口の開設
　都内の専修学校・各種学校の教職員を対象に、入学後の指導管理、在留資格変更等の諸手続
きの相談に対応する。

「日本留学生活の予備知識」の発行
　日本の留学制度、入国関係手続き、日本の生活習慣や文化・禁止事項等を紹介。

1. 中国語版（簡体字） 　　　2. 中国語版（繁体字）　　　　3. ハングル版
4. 英語版　　　　　　　　　5. ベトナム語版　　　　　　 6. ネパール語版
7. タイ語版　　　　　　　　8. インドネシア語版　　　　 9. 日本語版
＊上記 1 ～ 6 は冊子を発行、1 ～ 9 全てを協会ホームページへ掲載。
　その他に宣伝用リーフレットを制作し、留学フェア等で配布する。

（９）ボランティア活動支援事業
　東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、専修学校各種学校教育の一環
としてボランティアの活発化を図るため、ボランティアに関する啓発活動及び、専修学校各種
学校で実施されているボランティア活動の情報を発信する。

①ボランティア活動に関する啓発活動（研修会等の開催）
②専修学校各種学校におけるボランティア活動に関するウェブページ『ボラ活』の運営

（10）専修学校各種学校教育研修会
　会員、賛助会員、その他教育関係者等を対象に、時宜を得たテーマによる研修会を行う。

①開催日　令和 4 年 1 月
②会　場　京王プラザホテル
③定　員　100 名

（11）就職等進路に関するセミナー
　学生の進路状況や採用環境等に関する有識者の講演や卒業生・学校・企業など関係者による
事例報告等を行う。

①開催日　令和 3 年 7 月
②会　場　未定
③定　員　100 名

（12）防災セミナー
　台風や地震などの自然災害への対応の重要性がますます高まり、防災体制の強化が求められ
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ているなか防災対策に関する有識者の講演や事例報告等を行う。
①開催日　令和 3 年 9 月
②会　場　未定
③定　員　80 名

（13）主権者教育研修
　専修学校各種学校における主権者教育に資する講座の紹介やセミナー等を行う。

①開催日　未定
②会　場　未定
③定　員　80 名

２．生徒作品の発表イベント
　専修学校各種学校の生徒による作品発表の場として、展示会、フェスティバル等を実施する。

（１）ピギーズスペシャル
生徒作品による衣料革ファッションショー。都内専修学校生による衣料革（豚革）作品の試作、
東京レザーピッグスキンピギーズスペシャルで優秀作品の発表を行う。
①開催日　令和３年１１月
②会　場　東京国際フォーラム
※東京都産業労働局からの委託事業

（２）専門学校映像フェスティバル
都内専修学校生徒作品による映像作品の上映会。映像制作に関する教育シンポジウムも行う。
①開催日　令和 4 年 2 月 17 日（木）、18 日（金）
②会　場　東京都美術館
※東京都私学財団助成事業

（３）東京都専門学校アート＆デザイン展（SEBIT2022）
　都内専修学校生徒作品による美術作品の展覧会。

①開催日　令和 4 年 2 月 21 日（月）～ 26 日（土）
②会　場　東京都美術館
※東京都私学財団助成事業

３．学校評価の普及啓発
　教育内容の充実やガバナンス強化を目指した個々の学校での自己評価の実施と結果公表の徹底、
情報公開の推進への取り組みを支援するため、私立専門学校等評価研究機構等、他団体とも連携し
ながら、専修学校各種学校等の学校評価の普及啓発の取り組みを進める。
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Ⅰ 趣旨（目的）
　進路や職業教育に関する情報収集、研究調査及び中高生をはじめとした一般への情報提供等を通じ
て職業教育の振興発展を図り、もって文化の高揚と社会経済の発展に寄与する。

Ⅱ 事業
１．調査統計
　専修学校各種学校に関する様々な調査・研究を下記のとおり行う。

（１）在籍者・納付金・就職状況等に関する調査
「令和 3年度専修学校各種学校調査統計資料」の発行
　専修学校各種学校の在籍者数、納付金額、就職状況、財務状況をはじめとした職業教育に関
する情報を収集整理し、統計及び分析を行う。文部科学省・東京都の学校基本調査結果等を参
考に現状分析を加えて「専修学校各種学校調査統計資料」にまとめて頒布するとともに、ホー
ムページにも掲載を行う。

①時　期　　令和 4 年 3 月
②部　数　　800 部
③配布先　　専修学校各種学校、行政、関係団体他
④調査項目（9 項目）

1 在籍調査
2 学生・生徒納付金調査
3 専修学校専門課程卒業生の就職状況調査
4 専修学校専門課程就職希望者内定状況調査
5 専修学校財務状況調査
6 留学生在籍調査
7 企業内実習に関する調査
8 情報公開・自己点検自己評価・学校関係者評価等の実施に関する調査
9 奨学金・学費減免制度調査

（２）専門学校の振興に関する調査研究
【目的】

　職業実践専門課程の認定及び新たな高等職業教育機関の発足等、専門学校をめぐる状況の
変化を踏まえ今後の専門学校の振興をどのように図っていくかについての調査研究を行う。

【内容】
　現行の高度専門士制度の運用状況及び、職業学位と職業分野分類等に関する実態調査を
実施し、専門学校関係者、職業教育に知見を有する者からの意見等を受けながら、実践的
な職業教育を担う中心的な存在として専門学校教育の特長をアピールしつつ、質の保証向

公益目的事業２
「進路や職業教育に関する情報収集、研究調査及び情報提供等を行う事業」

（調査統計・研究会等・相談会等・資料頒布等）
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上を図るための振興策について具体的な提言を行う。
①委員会等の運営
②成果報告会等の運営
③報告書の作成

（３）専修学校振興構想懇談会
　職業教育体系の大きな転換期を迎える中、平成 15 年に実施された専修学校構想懇談会の総
括を含め、現在、専修学校をとりまく環境を再確認し、学び直しや留学生教育を含めた専修学
校における職業教育のあり方について検討し、積極的に提言をしていく。

①高等専修学校検討部会
②専門学校検討部会
③外国人留学生・日本語教育分科会
④中間報告会
⑤構想懇談本委員会設置

　　　　　
２．研究会等
　進路や職業教育に関する様々なテーマを取り上げてシンポジウムや講演等を内容とする下記の研
究会等を行う。

（１）専門学校教育研究会
　高等学校、専門学校教職員、教育関係者、その他一般を対象に行政・経済界等の各界から講
師を招き専門学校に関するシンポジウム・講演等を行う。

①開催日　令和４年３月
②会　場　未定
③定　員　150 名

（２）南関東ブロック会議
　行政担当官からの報告と学識者、学校関係者等によるシンポジウム等を行う。
東京、千葉、埼玉、神奈川、山梨各都県の協会が共同で開催。今年度は神奈川が担当して運営する。
また、その他に研究会を別途開催する。

南関東ブロック会議【担当：神奈川県】
①開催日　令和 3 年 10 月 29 日（金）
②会　場　神奈川県・崎陽軒
③内　容　文部科学省報告
　　　　　全国専修学校各種学校総連合会報告
　　　　　各都道府県行政報告
　　　　　研修会

南関東ブロック · 専修学校各種学校教育研究会
各県協会の役員を対象とした研究会。専修学校各種学校に関する諸問題等について研究会を行う。
①開催日　年 2 回を予定
②会　場　未定
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（３）高等専修学校進学研究会
　中学校教職員、専修学校教職員、教育関係者、その他一般を対象とした高等専修学校教育に
関する講演等を内容とする研究会。

①開催日　令和３年８月上旬
②会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
③内　容　高等専修学校の概要、教育内容紹介、パネルディスカッション

（４）日本語学校・専門学校連携事業
　留学生に関する様々な問題等をテーマに掲げ、日本語学校・専門学校連携に関する下記事業
を行う。

①日本語学校・専門学校に連動した海外向け広報ツールの企画検討を行う
②日本語学校を会場とした専門学校説明会の実施
③日本語学習教材の企画検討を行う
④留学生の就労支援に関する勉強会

（５）日本語教育にかかる調査研究
　各種学校である日本語学校の教育の振興策を検討する。

①日本語学校における各種学校設置基準に関する研究
②日本語学校の自己点検自己評価への取組み
③東京都の多文化共生推進事業への協力
④東京都生活文化局私学部との情報交換の推進

３．相談会等
　相談会、説明会等を開催し、専修学校各種学校等における職業教育に関する情報提供を広く
一般に対して行う。

（１）高等専修学校合同説明会
　進学希望者本人、保護者、教員、その他一般を対象にした高等専修学校の概要、　各分野の
教育の特徴などに関する相談会を開催する。

①高等専修学校合同説明会の開催
　日　時　令和３年６月～９月　全４回
　会　場　多摩地域市民会館、すみだ産業会館
②中学校への出前授業の実施
　要望のあった都内の公立中学校へ、講師を派遣し、出前授業を行う。
③他団体主催の相談会への参加
④中学校教員を対象とした研修会の実施

（２）進路指導に関する相談会
　高等学校、進路指導団体と連携し、専門学校に関する情報提供及び進学情報の共有を図るた
め、セミナーを開催する。

・高等学校教員対象専門学校セミナーの開催
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４．資料頒布等
　専修学校各種学校等における職業教育に関する情報資料を作成し、印刷媒体、インターネッ
ト等を通じて広く一般に提供する。

（１）「東専各協会報」の発行
　協会事業等の１年間の実績を総括した活動状況や次年度事業等について掲載する。本年度は、
これまでの紙での印刷は行わず、電子データにより発行する。

時　期　令和 3 年 7 月

（２）「分野別名簿」の発行
　都内の認可された専修学校・各種学校の設置学科、所在地等を掲載した名簿。本年度は、こ
れまでの紙での印刷部数を最小限にとどめ、主に電子データにより発行する。

時　期　令和 3 年 8 月
部　数　100 部

（３）「路」の発行
　中学校から高等専修学校への進路等をテーマにした研究情報誌。高等専修学校の教育実践、各
種研究を掲載し、専修学校教職員、中学校関係者相互の進路指導に役立つ情報提供を目的とする。

時　期　令和３年 10 月
部　数　3,000 部
配布先　専修学校各種学校、中学校、行政他

（４）「キャリアエデュ」の発行
　高等学校から専門学校への進路等をテーマにした研究情報誌。専門学校の教育実践、各種研
究を掲載し、専修学校教職員、高等学校関係者双方の進路指導に役立つ情報提供を目的とする。

時　期　年 2 回
部　数　3,000 部
配布先　専修学校各種学校、高等学校、行政他

（５）「専修学校教育白書」の発行
　専修学校に関する各種データ等を基に教育白書を発行する。図書館等への配布などを通じて
専修学校に関する情報を一般に提供する。

時　期　令和 3 年 3 月
部　数　800 部
配布先　専修学校各種学校、図書館、行政他

（６）「就職要点手帳」の改訂（第 9 版）
　専門学校生のための就職手引書。専門学校生が就職活動をするうえで必要な情報を掲載。新
型コロナウイルス感染症の影響による就職活動スタイルの変化に対応する内容に改訂し、利用
者（校）に対し一部動画による配信も行うなど、販売を促進する。

時　期　令和３年６月
部　数　10,000 部
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（７）「東京都高等専修学校概要」の発行
　中学校での進路指導に役立つ高等専修学校情報を掲載した教員用資料。

時　期　令和３年５月
部　数　3,500 部
配布先　中学校、教育関連施設他

（８）「高等専修学校進学ガイド」の発行
　高等専修学校についてのコンパクトなリーフレット。

時　期　令和３年５月
部　数　8,000 部
配布先　中学校、教育関連施設他

（９）「高等専修学校 資料請求 QR コード付きチラシ」の発行
　都内公立中学校３年生すべてに配布する両面チラシ。

時　期　令和３年５月
部　数　90,000 部
配布先　中学校、教育関連施設

（10）「東専各専門学校オフィシャルガイド」の発行
　高等学校での進路指導に役立つ専門学校情報を掲載した資料。

時　期　令和 3 年 6 月
部　数　30,000 部
配布先　高等学校、大学、図書館、教育関連施設他

（11）「学生・保護者・社会人のための専門学校ガイド」の発行
　学生・保護者・社会人向けに専門学校についてコンパクトで分かりやすく解説したガイドブッ
ク。

時　期　令和 3 年 6 月
部　数　100,000 部
配布先　高等学校、大学、図書館、教育関連施設他

（12）キャンペーン事業
　協会広報活動の一環として、他媒体（新聞、雑誌等）への広告出稿等を行い、イメージアッ
プキャンペーンを実施。また、効果的な動画活用について検討し、必要に応じて制作・配信する。

（13）情報ネットワーク事業
　協会広報活動の一環として、ホームページ、Facebook、メールニュース等を通じた情報発
信を行う。
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公益目的事業３
「教育訓練、職業訓練、就労支援等の提供を行う事業」

Ⅰ 趣旨（目的）
　グローバル化の流れの中での就労支援のための各種セミナーや、厳しい雇用環境の中での求職者に
対する職業訓練といった、社会環境の変化やニーズに対応した教育訓練、職業訓練、就労支援の提供
を行い、もって文化の高揚と社会経済の発展に寄与する。

Ⅱ 事業
１．就労支援事業
　専修学校、地域社会、企業団体等と連携して若年者・外国人留学生に対する就労支援体制を構築し、
就職に必要な知識を提供するとともに、雇用機会の拡大を図るため、下記の事業を実施する。

（１）高校生対象キャリア支援事業
　高等学校に講師を派遣し、高校生に対し就業とキャリアに関する講演や体験実習を実施する。
・講師向け勉強会　　令和 3 年 5 月
・派遣事業　　　　　通年

（２）専修学校グローバル化対応推進支援事業
【専門学校での留学生教育の成果と社会貢献への可能性を示すモデル事業の提示】
　本事業は、昨年９月に第１回の事業実施委員会を開催しその後、調査研究分科会、分野モデ
ル分科会、研修事業分科会はそれぞれに初年度の活動を行い、成果をあげた。
　今年度は３か年計画の中間年として、それぞれの計画に従い調査研究をすすめていく。

①今年度事業書案文科省提出
②事業実施委員会
③調査研究分科会
④分野モデル分科会
⑤研修事業分科会



16

令和 3年度事業計画 ※新型コロナウイルス感染症の影響により一部事業に変更が
　生じています。最新情報は協会事務局にご確認ください。

その他の事業（相互扶助等事業）
「会員、賛助会員、関係団体の連携親睦事業」

（会員交流会・賛助会員向け事業・保護者連絡会事業）

Ⅰ 事業
（１）会員交流会

　会員、賛助会員、その他教育関係者等を対象に、情報交換と交流促進の場として会員交流会
を実施する。
　【第１回】
　　開催日　令和 3 年 6 月
　　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　【第２回】（新春会員交流会）
　　開催日　令和 4 年 1 月
　　会　場　京王プラザホテル

（２）賛助会員向け事業
　賛助会員へ各種印刷物の送付をはじめとする情報提供を行う。また、新規賛助会員募集のた
めの広報活動を行う。

（３）保護者連絡会事業
　専修学校各種学校への助成は学校支援のみにとどまらず、学費負担者である保護者の負担軽
減を図るうえで重要な助成となる。保護者会は協会役員とともに予算要望活動に参加し、専修
学校各種学校の振興に協力する。
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（１）通常総会
開催日　令和 3 年 6 月中旬
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　令和 2 年度事業報告・決算ほか

（２）定期総会
開催日　令和 4 年 3 月上旬
会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
内　容　令和 4 年度事業計画・予算ほか

（３）理事会
第１回　開催日　令和 3 年 5 月下旬
　　　　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　　　　内　容　令和 2 年度事業報告・決算ほか
第２回　開催日　令和 3 年 11 月中旬
　　　　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　　　　内　容　令和 3 年度事業、会計中間報告
第３回　開催日　令和 4 年 3 月上旬
　　　　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　　　　内　容　令和 4 年度事業計画・予算ほか

（４）運営委員会
第１回　開催日　令和 3 年 5 月下旬
　　　　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　　　　内　容　重要課題について
第２回　開催日　令和 3 年 11 月中旬
　　　　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　　　　内　容　重要課題について
第３回　開催日　令和 4 年 3 月上旬
　　　　会　場　アルカディア市ヶ谷私学会館
　　　　内　容　重要課題について

（５）常務理事会（拡大業務執行理事会）
開催日　年 3 回（7,11,3 月）
会　場　事務局会議室
内　容　業務執行に係る諸課題について

法人運営 · 法人活動
（法人としての運営行事や活動）
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（６）業務執行理事会（正副会長会議）
開催日　年 10 回　※うち 3 回（7,11,3 月）は常務理事会（拡大業務執行理事会）
会　場　事務局会議室
内　容　業務執行に係る諸課題について

（７）監査
①期末監査
　開催日　令和 3 年 5 月中旬
　会　場　事務局会議室
　内　容　令和 2 年度事業及び決算について
②期中監査
　開催日　令和 3 年 10 月、12 月、令和 4 年 3 月（全 3 回）
　会　場　事務局会議室
　内　容　事案決定及び契約締結について
　　　　　事業評価について
　　　　　職員の服務について

（８）その他活動
①学生・生徒表彰
　専修学校各種学校に在籍する学生・生徒に対し、協会が表彰する
②入学式及び卒業式への祝辞を送付
③会員への福利厚生
　学生・生徒対象補償制度の紹介、
　学校及び教職員対象補償制度の紹介
④補助事業・委託事業の周知業務、申請受付等
　東京都及び文部科学省の補助事業・委託事業の周知や申請受付等を行う。
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令和 3年度 収支予算� 2021.4.1 〜 2022.3.31

予算書
( 単位：円）

科　　目
公益目的事業会計

公１
教育充実向上事業

公２
情報収集提供事業

公３
教育訓練支援事業 共通 小計

収益
基本財産運用益 0 0 0 1,000 1,000
特定資産運用益 0 0 0 20,000 20,000
受取入会金 0 0 0 250,000 250,000
受取会費 0 0 0 56,400,000 56,400,000
事業収益 8,030,000 11,250,000 0 0 19,280,000
受取負担金 4,028,000 8,156,000 0 0 12,184,000
受託収益 11,000,000 0 0 0 11,000,000
雑収益 0 0 0 3,851,000 3,851,000

収益計 23,058,000 19,406,000 0 60,522,000 102,986,000
費用

事業費 46,939,000 94,784,000 3,091,000 36,000 144,850,000
管理費 0 0 0 0 0

費用計 46,939,000 94,784,000 3,091,000 36,000 144,850,000
当期正味財産増減額 △ 23,881,000 △ 75,378,000 △ 3,091,000 60,486,000 △ 41,864,000
正味財産期首残高
正味財産期末残高

( 単位：円）

科　　目
収益事業等会計

法人会計 合計他１
連携親睦事業

収益
基本財産運用益 0 0 1,000
特定資産運用益 0 0 20,000
受取入会金 0 250,000 500,000
受取会費 0 55,300,000 111,700,000
事業収益 2,700,000 0 21,980,000
受取負担金 0 0 12,184,000
受託収益 0 0 11,000,000
雑収益 0 0 3,851,000

収益計 2,700,000 55,550,000 161,236,000
費用

事業費 6,011,000 0 150,861,000
管理費 0 24,982,000 24,982,000

費用計 6,011,000 24,982,000 175,843,000
当期正味財産増減額 △ 3,311,000 30,568,000 △ 14,607,000
正味財産期首残高 155,237,985
正味財産期末残高 140,630,985
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令和３年度 事業体系図　※ 予算書の事業区分を示しています。

公益目的事業１
専修学校及び各種学校に
おける教育の充実向上を
図る事業

本部
所在地：東京都渋谷区
代々木一丁目５８番地
１号石山ビル

公益目的事業２
進路や職業教育に関する
情報収集、研究調査及び
情報提供等を行う事業

公益目的事業３
教育訓練、職業訓練、就
労支援等の提供を行う事
業

１　研修会等
（1）管理者研修【研修事業部】
（2）教職課程研修【研修事業部】
（3）准教員研修【研修事業部】
（4）教員実践研修【研修事業部】
（5）学校会計研修【研修事業部】
（6）学生カウンセリング研修【研修事業部】
（7）留学生受入れ及び在留手続と申請等取次研修【研修事業部】
（8）留学生生活指導関連事業【振興対策部】
（9）ボランティア活動支援事業【総務財務部】

（10）専修学校各種学校教育研修【総務財務部】
（11）就職等進路に関するセミナー【研修事業部】
（12）防災セミナー【振興対策部・研修事業部】
（13）主権者教育研修【振興対策部・研修事業部】

２　生徒作品の発表イベント
（1）ピギーズスペシャル【振興対策部】
（2）専門学校映像フェスティバル【広報事業部】
（3）東京都専門学校アート＆デザイン展【広報事業部】

３　学校評価の普及啓発 【振興対策部】

１　調査統計
（1）在籍者・納付金・就職状況等に関する調査【調査研究事業部】
（2）専門学校の振興に関する調査研究【振興対策部】
（3）専修学校振興構想懇談会【振興対策部】

２　研究会等
（1）専門学校教育研究会【振興対策部】
（2）南関東ブロック会議【総務財務部】
（3）高等専修学校進学研究会【振興対策部】
（4）日本語学校・専門学校連携事業【広報事業部】
（5）日本語教育にかかる調査研究【振興対策部】

３　相談会等
（1）高等専修学校合同説明会【振興対策部】
（2）進路指導に関する相談会【広報事業部】

４　資料頒布等
（1）「東専各協会報」の発行【総務財務部】
（2）「分野別名簿」の発行【総務財務部】
（3）「路」の発行【振興対策部】
（4）「キャリアエデュ」の発行【広報事業部】
（5）「専修学校教育白書」の発行【調査研究事業部】
（6）「就職要点手帳」の発行【振興対策部】
（7）「東京都高等専修学校概要」の発行【振興対策部】
（8）「高等専修学校進学ガイド」の発行【振興対策部】
（9）「高等専修学校資料請求ＱＲコード付きチラシ」の発行【振興対策部】

（10）「東専各専門学校オフィシャルガイド」の発行【広報事業部】
（11）「学生・保護者・社会人のための専門学校ガイド」【広報事業部】
（12）キャンペーン事業【広報事業部】
（13）情報ネットワーク事業【広報事業部】

１　就労支援事業
（1）高校生対象キャリア支援事業【広報事業部】
（2）専修学校グローバル化対応推進支援事業【振興対策部】

（1）会員交流会【総務財務部】

（2）賛助会員向け事業 【総務財務部】

（3）保護者連絡会事業【振興対策部】

その他の事業
（相互扶助等事業）１

会員、賛助会員、関係団
体の連携親睦事業
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令和 3年度�専修学校関係政府（文部科学省）予算� （　）は前年度予算額

■専修学校教育の振興に資する取組【25.1 億円（21.5 億円）】
事　業　名 令和 3年度予算額

人材養成機能
の向上

専修学校における先端技術利活用実証研究
専修学校における職業人材の養成機能を強化・充実するため、産学が連携し、実践的な職業教育を支
える実習授業等においてＶＲ・ＡＲ等の先端技術の活用方策について実証・研究するとともに、新型
コロナウイルス感染症の影響下等、遠隔教育をソフト面から支えるモデルを開発し、新たな教育手法
の普及促進を図る。

7.0億円（3.5億円）

専修学校による地域産業中核的人材養成事業
中長期的に必要となる専門的職業人材の養成に係る新たな教育モデルの構築等を進めるとともに、地
域特性に応じた職業人材養成モデルの開発を行う。
　・専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証（・Society5.0 等対応カリキュラムの開発  ・地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証）　・学びのセーフティネット機能の充実強化（高等専修学校の機能高度化） 

9.4億円（9.6億円）

専修学校留学生の学びの支援推進事業
新型コロナウイルス感染症の影響下で留学生が渡日できない状況にあっても、質の高い学びを開始・
継続可能な専修学校留学生の総合的受け入れモデルの構築。

3.2億円（新規）

専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト
「人生 100 年時代」にふさわしい多様なリカレント教育機会の充実を図るため、教育内容、教育手法、
学校運営といった多面的な視点で、就職氷河期世代を含めた社会人向けリカレント教育を専修学校教
育において総合的に推進する。

3.4億円（4.2億円）

質保証・向上

職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進
専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を図るとともに、先
進モデルの開発等による職業実践専門課程の充実に向けた取組や教学マネジメントの強化の推進等を
通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

1.6億円（1.6億円）

専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業
専門学校や高等専修学校が担う職業教育等の魅力発信力を強化するため、効果的な情報発信の在り方
について検討・検証を行うとともに、専修学校の職業教育機能を生かした体感型の学習機会を提供し
た際の効果、連携に当たっての留意点を整理する。

0.5億円（0.5億円）

■専修学校の教育体制及び施設整備等に関する取組【14.4 億円（5.3 億円）】
事　業　名 令和 3年度予算額

私立学校施設整備費補助金
教育装置、学校施設等の耐震化、アスベスト対策等に係る経費のほか、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、空調・
換気設備、トイレ改修等の学校環境改善に係る経費を補助
※ このほか、国土強靭化対応における重要インフラ整備に関する経費を事項要求

9.8億円（3.0億円）

私立大学等研究設備整備費等補助金
新型コロナウイルス感染症等対策を講じながら、授業を実施する際に必要な情報処理関係設備の整備に係る経費を補助 4.6億円（2.3億円）

■専修学校への修学支援に資する取組【ー  億円（266 億円）】
事　業　名 令和 3年度予算額

高等教育（私立専門学校分）の修学支援の着実な実施（内閣府計上）
低所得世帯の真に支援が必要な子供に対する高等教育の負担軽減の実施に必要な経費 ー  億円（264億円）

専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業
意欲と能力のある専門学校生が新型コロナウイルス感染症の影響等による経済的理由で修学を断念することがないよう、経済
的支援及び修学支援アドバイザーによる修学支援を行い。施策効果等に関するデータを継続的に収集、分析・検討を行い、そ
の効果等について普及する。

2.８億円（0.3億円）

■その他関係予算 
事　業　名 令和 3年度予算額

高等学校等就学支援金交付金（私立高等学校授業料の実質無償化） （内数） 4,167億円（4,248億円）
高校生等奨学給付金（内数） 159億円（136億円）
感染症対策のための衛生環境整備支援事業（内数） 78億円（※86億円）
日本学生支援機構の奨学金事業（内数） ー  億円（941億円）
国費外国人留学生制度（内数） 185億円（186億円）

※ 感染症対策のための衛生環境整備支援事業の（　）内は令和 2 年度補正予算額。
※ 四捨五入の関係で、計数は合計と一致しない。
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東京都私学部所管予算� （単位：千円）（　）内は特定財源（国庫・基金等）

事業名 開始年度 令和 3年度 令和 2年度 増　△　減 増減率 主要増減説明等
学
校
運
営
に
関
す
る
助
成

経
常
費
補
助

高等学校経常費補助 S25 （9,817,364）
66,790,362

（9,678,797）
66,762,179

（138,567）
28,183 0.0% 標準的運営費

補助率　50％

中学校経常費補助 S25 （3,964,820）
27,000,195

（3,835,116）
26,422,320

（129,704）
577,875 2.2% 標準的運営費

補助率　50％

小学校経常費補助 S25 （1,101,803）
7,137,610

（1,071,767）
7,038,611

（30,036）
98,999 1.4% 標準的運営費

補助率　50％

幼稚園経常費補助 S25 （2,634,250）
18,038,734

（2,651,825）
18,430,720

（△ 17,575）
△ 391,986 2.1% 標準的運営費

補助率　50％

小　　計 （17,518,237）
118,966,901

（17,237,505）
118,653,830

（280,732）
313,071 0.3%

特別支援学校等
経常費補助 S26 （891,800）

2,360,097
（793,016）
2,113,901

（98,784）
246,196 11.6%

特別支援学校高等部
@1,535,000 → @1,552,000
特別支援学校高等部以外
@1,522,000 → @1,539,000

通信制高等学校
経常費補助 S38 （0）

113,784
（0）

126,801
（0）

△ 13,017 10.3% @43,100
生徒数　 2,942 人→ 2,640 人

計 （18,410,037）
121,440,782

（18,030,521）
120,894,532

（379,516）
546,250 0.5%

運
営
費
補
助

幼稚園教育
振興事業費補助 S62 862,507 918,214 △ 55,707 △ 6.1% @52,224 → @52,817

17,582 人→ 16,330 人　
幼稚園特別支援
教育事業費補助 S58 519,792 540,960 △ 21,168 △ 3.9% @784,000 → @784,000

690 人→ 663 人（▲ 27 人）

専修学校教育振興費補助 S59 300,549 298,521 2,028 0.7%
学校法人 17 校→ 21 校
1,795 人→ 1,811 人（16 人）
個人立等 4 校→ 4 校
106 人→ 126 人 (20 人）

専修学校特別支援
教育事業費補助 H15 162,960 155,803 7,157 4.6% @759,000 → 776,000

203 人→ 210 人 (7 人）
専修学校職業実践
専門課程推進補助 H30 243,792 233,424 10,368 4.4% @4,000 円

58,356 人→ 60,948 人（2,592 人）

外国人学校教育運営費補助 H7 90,720 92,325 △ 1,605 1.7% @ 15,000
6,155 人→ 6,048 人（▲ 107 人）

計 （0）
2,180,320

（0）
2,239,247

（0）
△ 58,927 △ 2.6%

施
設
・
設
備
等
補
助
　

私立学校安全対策
促進事業費補助 H15 （3,329,244）

3,354,936
（4,283,774）

4,396,349
（△ 954,530）
△ 1,041,413 △23.7% 耐震工事、アスベスト対策、非構造部材耐震対策

工事、体育館への空調整備（新設）　等
私立学校省エネ設備等
導入事業費補助 H21 （658,000）

671,078
（0）

743,987
（658,000）
△ 72,909 △ 9.8% LED 化等工事：幼小中高特専（高）65 校

空調更新工事：幼小中高特専（高）16 校

私立学校デジタル教育
環境整備費補助 H27 599,675 532,005 67,670 12.7%

校務支援システムやオンライン教育対応機器等を
補助対象に追加
補助対象限度額　1,500 万円→ 2,000 万円

産業・理科教育施設
設備整備費補助

産 S27
理 S31 90,594 25,354 65,240 257.3% 産振　11,224 千円→ 58,500 千円（47,276 千円）

産振　14,130 千円→ 32,094 千円（17,96 千円）

私立幼稚園等
環境整備費補助 H21 （504,409）

753,152
（149,796）

190,796
（354,613）

562,356 294.7%
23 年度・24 年度は事業休止、25 年度二定補正に
て復活
ICT 化支援事業（H29 〜）感染症対策事業（R2 補
正〜）教育水準の向上（R3 〜）

認定こども園整備費等補助 H27 （308,026）
690,267

（348,116）
715,438

（△ 40,090）
△ 25,171 △ 3.5% 認定こども園整備事業費補助等 8 事業

私立専修学校教育環境
整備費補助

設 S59
図 H 元 367,912 366,500 1,412 0.4% 教育設備・研究用図書、専修学校評価促進

計 （4,799,679）
6,527,614

（4,781,686）
6,970,429

（17,993）
△ 442,815 △ 6.4%

そ
の
他
補
助

私立高等学校都内生
就学促進補助 H 14 465,709 474,430 △ 8,721 △ 1.8% @ 19,000

24,970 人→ 24,511 人（▲ 459 人）
私立学校グローバル人材育成
支援事業費補助（海外留学） H 25 482,078 599,907 △ 117,829 19.6% 海外留学　780 → 595 人

英語学習施設利用　255 人
私立学校グローバル人材育成
支援事業費補助（JET） H27 1,033,248 1,053,615 △ 20,367 △ 1.9% ALT200 人

私立学校グローバル人材育成
支援事業費補助（海外教員派遣） H28 33,793 59,058 △ 25,265 △42.8% 対象教員数 50 人→ 25 人

私立学校グローバル人材育成
支援事業費補助（外部検定） H 29 384,653 461,184 △ 76,531 △16.6% 平成 29 年度事業開始

対象人数 35,000 人→ 42,000 人
私立幼稚園等施設型
給付費負担金 H27 6,310,313 6,191,764 118,549 1.9% 幼稚園　　118 施設→ 125 施設

こども園　78 施設→ 87 施設
私立幼稚園等特色教育等
推進補助 H27 （9,720）

51,488
（10,085）

54,701
（△ 365）
△ 3,213 △ 5.9% 地域教育　90 園→ 85 園

保育体験の受入　81 園→ 75 園
私立幼稚園等一時預かり
事業費補助 H27 1,171,747 1,053,357 118,390 11.2% 一時預かり　1,052,704 千円→ 1,170,441 千円

緊急一時預かり　653 千円→ 1,.306 千円
私立幼稚園預かり保育
推進補助 H14 （251,105）

982,816
（262,727）

936,983
（△ 11,622）

45,833 4.9% 経常費特別補助分を統合（27 年度〜）

私立学校教育振興資金
融資利子補給 S 56 292,855 324,071 △ 31.216 △9.6% 融資枠 50 億円　　利子補給率 4% 以内

H30 貸付分より利差補給
高等学校等老朽校舎
改築促進事業 H ８ 0 242 △ 242 △100.0% 令和 2 年度で事業終了

計 （260,825）
11,208,700

（272,812）
11,209,312

（△ 11,987）
△ 612 △ 0.0%
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東京都所管の私立学校に対する助成状況の比較（令和２年度学校基本調査より）

学校数 ％ 在学者数 ％ 教員数
（本務） ％ 職員数

（本務） ％ ※都補助額
（千円） ％

専修学校 395 21.0% 147,605 24.9% 7,172 20.0% 3,602 37.1% 1,075,213 1.0% 

各種学校 157 8.3% 22,912 3.9% 2,144 6.0% 808 8.3% 90,720 0.1% 

計 552 29.3% 170,517 28.8% 9,316 26.0 % 4,410 45.4% 1,165,933 1.1% 

幼保連携型認定こども園 25 1.3% 5,087 0.9% 660 1.8% 131 1.3% 382,241 0.4% 

幼 稚 園 814 43.2% 133,017 22.4% 9,905 27.7% 2,061 21.2% 16,426,130 15.4% 

小 学 校 55 2.9% 25,385 4.3% 1,521 4.2% 286 2.9% 6,035,807 5.7% 

中 学 校 188 10.0% 76,707 12.9 % 4,333 12.1% 639 6.6% 23,035,375 21.6% 

高等学校 237 12.6% 172,783 29.2% 9,780 27.3% 2,095 21.6% 57,920,785 54.4% 

高等学校通信制 8 0.4% 8,835 1.5% 197 0.6% 54 0.6% 113,784 0.1% 

特別支援学校 4 0.2% 237 0.04% 85 0.2% 31 0.3% 1,468,297 1.4% 

合計 1,883 100% 592,568 100% 35,797 100% 9,707 100% 106,548,352 100% 

（学校数） 専修・各種学校
29.3%

その他の
学校

70.7%

その他の
学校

71.2%

その他の
学校

98.9%

専修・各種学校
28.8%

専修・各種学校
1.1%

（在学者数）

（都補助額）

※学校数等は学校基本調査（令和2年度）から抜粋。(「高等学校」のうち通信制課程を併置している学校は、学校数を「高等学校」と「高等学校通信制」に重複計上した）
※高等学校の在学生数は本科生のみ
※都補助額は東京都生活文化局私学部所管予算（令和3年度）を基に、原則として、東京都の独自財源で各学校への直接補助に限定して集計した。（学種間にまたがる
　補助等を除く）

事業名 開始年度 令和 3年度 令和 2年度 増　△　減 増減率 主要増減説明等
保
護
者
負
担
軽
減
に
関
す
る
助
成

高等学校等就学支援金 H22 （23,698,882）
23,698,882

（23,809,540）
23,809,540

（△ 110,658）
△ 110,658 △ 0.5%

法定受託事務
補助上限額の拡充
91,500 人→ 95,400 人（3,900 人）
＊小中学校等就学支援実証事業を含む（H29 〜）

高等学校等就学支援金
学校事務費補助 H 23 265,650 265,738 △ 88 △ 0.0%

高等学校等
特別奨学金補助 S 48 （0）

16,157,140
（0）

16,126,742
（0）

30,398 0.2% 都認可外への支援を新たに創設
事業費：560,900 千円　補助対象者：4,369 人

高等学校等奨学給付金
事業費補助 H 26 （564,440）

1,602,644
（539,239）
1,381,118

（25,201）
221,526 16.0%

支給単価増　全日制・定時制　
第 1 子 129,600 円（＋ 26,100 円）
第 2 子 150,000 円（＋ 12,000 円）
通信制・専攻科 50,100 円（＋ 12,000 円）
＊高等学校等学び直し支援金（H29 〜）
　専攻科支援金（R2 〜）を含む

高等学校定時制及び
通信教育振興奨励費補助 S 59 1,958 1,906 52 2.7% 2,533 冊→ 2,565 冊（32 冊）

高等学校等入学支度金
貸付利子補給 S 43 8,668 9,353 △ 685 △7.3% 貸付額　@250,000　2,336人→2,246人（▲90人）

平成 11 年度から利子補給方式
私立幼稚園等施設等
利用費負担金 H 31 （0）

8,678,292
（290,968）
9,999,226 △ 1,320,934 13.2%

幼稚園等園児保護者
負担軽減事業費補助 S 47 3,755,798 3,944,055 △ 188,262 △ 4.8% 園児数　140,708 人→ 136,990 人（▲ 3,718 人）

私立専修学校授業料等
減免費用負担金 R ２ （3,820,866）

7,641,733
（3,126,417）

6,252,833
（694,449）
1,388,900 皆増

私立専修学校修学支援
実証研究事業費補助 H 27 （25,406）

25,406
（21,254）

21,254
（△ 4,152）

△ 4,152 △19.5% 協力校　30 校→ 17 校

私立学校被災生徒等
受入支援事業費補助 H 23 （1,383）

2,077
（24,851）

25,355
（△ 23,468）

△ 23,278 △91.8% 授業料等減免事業費補助　24,851 千円→ 1,906 千円
臨時支援金　504 千円→ 171 千円

計 （28,110,977）
61,838,243

（27,812,269）
61,837,120

（298,708）
1,123 0.0%

教
職
員
の
複
利
厚
生

等
に
関
す
る
助
成

私立学校退職手当補助 S 41 4,240,056 4,167,580 72,476 1.7% 標準給与月額総額の 36 ／ 1000
私立学校教職員共済費補助 S 29 1,760,333 1,757,564 2,769 0.2% 標準給与月額総額の 8 ／ 1000
私立学校教育研究費補助 S 25 72,905 72,905 0 0.0％

計 6,073,294 5,998,049 75,245 1.3%

合　　計 （51,581,518）
209,268,953

（50,897,288）
209,148,689

（684,230）
120,264 0.1%

私立学校振興費・管理費
（事務費）

（106,498）
1,457,344

（109,245）
1,404,100

（△ 2,747）
53,244 3.8% 都認可外通信事務委託　102,235 千円

育
英
事
業

育英資金事業費補助 H17 （1,680）
252,587

（1,680）
250,013

（0）
2,574 1.0% 国の高校奨学金事業移管分　1,186 人→ 1,398 人

東京都育英資金事業移管分　2,049 人→ 1,560 人 

育英資金貸付 S29 （103,453）
0

（159,353）
0

（△ 55,900）
0 — 平成 20 年度で貸付終了

( 新規貸付は平成 16 年度に終了 )

事　務　費 （31）
27,413

（35）
33,987

（△ 4）
△ 6,574 △19.3%

計 （105,164）
280,000

（161,068）
284,000

（△ 55,904）
△ 4,000 △1.4%

私学部予算合計 （51,793,180）
211,006,297

（51,167,601）
210,836,789

（625,579）
169.508 0.1%

注）　（　　）内は特定財源（国庫・基金等）




